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4. 実測記録に基づく中低層建物の入力損失効果 

 

4.1 はじめに 
 

建物と地盤との動的相互作用に起因する入力損失効果 1), 2)の適切な評価は，構造物に作用す

る地震力を推定する上で極めて重要である。入力損失効果は大規模構造物において顕著となる
3)が，軟弱地盤上に立地する一般中低層建物の場合も，地盤に比べ建物の剛性が大きいため，

動的相互作用の影響が大きい。しかし，強震観測に基づく一般中低層建物の動的相互作用に着

目した研究の事例は多くなく例えば 4)，5)，特に入力損失効果に着目した研究例は少ない 6～9)。こ

の原因として，原子力関連施設や超高層建物・免震建物などの特殊構造物に比べ，一般中低層

建物の強震観測事例そのものが少ない上，相互作用を検討するためには基礎と地盤での多点同

時観測が必要となるため，さらにコストが割高となることが挙げられる。 

安井ら 10)は，兵庫県南部地震において，地盤と建物基礎とで同時観測された 5 棟の記録と，

激震地区の建物で得られた地下階での記録を元に，激震地区での自由地表面地動の逆算を行い，

入力損失効果を検討している。その結果，基礎応答の最大値は地表に比べ，最大加速度で 7 割，

最大速度で 9 割程度に低減されると指摘している。井口ら 6)は，大型振動台基礎とその周辺で

得られた中小地震の地震記録を用いて，入力地震動の周波数特性を考慮して，基礎と地表の最

大加速度・速度の関係を検討している。また，実測記録を元に入射波を求め，基礎有効入力動

を数値解析により算出している。Stewart8)は 7 棟の建物で得られた 15 個の強震記録を用いて，

最大加速度，最大速度，建物条件と入力損失効果の関係を検討している。しかし，既往の検討

結果の多くは，建物規模や根入れの大きな建物を対象としているため，建物種類や地震記録数

は十分ではなく，定量的な評価には至っていない。様々な条件下での一般中低層建物を対象に

して，多数の地震記録や常時微動計測により，入力損失効果を体系的に分析した研究例はない。 

本節では，名古屋大学東山キャンパス内に存在する様々な高さ，基礎幅や根入れ深さ，規模

を有する 9 棟の中低層建物を対象に，多数の中小地震記録と常時微動記録を用いて，入力損失

効果を明らかにする。 
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4.2 対象建物と強震観測・常時微動計測の概要 
 

4.2.1 対象建物の概要 

対象建物は名古屋大学東山キャンパス内に立地する建物規模，階数，構造種別などの異なる

9 棟の中低層建物である 11), 12)。建物概要を表 4.1 に，平面図・断面図を強震計配置と共に図 4.1

に示す。根入れ深さは，地表から基礎底面までの深さとした。平均 VSは PS 検層結果または N

値から推定した値を，基礎底面より下の深さ 10m までを層厚で重み付け平均した値である。地

盤－建物連成系の固有振動数は，常時微動記録より推定した値である。但し，建物⑦，⑧には

明瞭な固有振動数を認められなかったため，表 1 には示していない。図 4.1 (a) ② のハッチ部

分は，一部に地下階が存在し，その部分だけ根入れが深いことを意味する。建物②の点線部は

平面増築が行われたことを意味するが，別の検討により，増築前後 13)で入力損失特性に顕著な

差が認められなかったため，本論文中では増築後の建物諸元を用いている。また，建物④と⑤

は，Expansion Joint を介して桁行方向に隣接しており，隣接建物間相互作用に関する詳細な検

討が行われている 14)。建物⑥に示す斜線部は，敷地が傾斜しているため，一階部分の約半分が

地盤に接していることを意味する。 

対象建物の基礎幅に対する高さ，根入れ深さ，杭長の比を図 4.2 に示す。但し，根入れ深さ

が場所により異なる場合は，面積で重み付け平均した値を用いている。例えば x 方向に着目す

ると，建物②，④，⑤は基礎幅に対する高さ比がほぼ等しいことから，根入れと隣接建物の影

響が検討可能である。同様に，建物③，⑥は根入れの対称性の影響を，建物⑦，⑧は杭の有無

の影響を検討可能である。 

図 4.1 対象建物の平面図・断面図と強震計配置 
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(b) 断面図と強震計配置（●：建物，○：地盤） 
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(a) 平面図と強震計配置（●：建物，○：地盤） 
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図 4.3 に地盤－建物連成系の固有振動数から求めた無次元振動数 a0bx，a0byを示す。a0bx，a0by

は，表 4.1 の平均 VS，基礎幅 Bx，By，常時微動記録より推定した地盤－建物連成系の固有振動

数 fbx，fbyを用いて，a0bx=2πfbxBx/2VS，a0by=2πfbyBy/2VSと定義している。図 4.3 に示した a0bx，a0by

は，0.3 から 2.5 程度まで広く分布しており，連成系の無次元固有振動数が入力損失効果に及ぼ

す影響の分析が可能であることが分かる。 

基礎・
杭種別

杭長
(m)

根入れ
(m)

N値

による
PS検層

による

収録時間
(sec) サンプル数

x方向

(Hz)
y方向

(Hz)
1 S 10 41.1 場所打ち杭 41.7 7.3 987 243 250 28 1800 25 1.0 1.0
2 SRC 10 39.3 PHC杭 45-48 2.5 (7.8)*2 1841 254 220 47 660 32 1.8 1.7
3 RC 4 17.9 RC杭 6 0 1155 244 - 49 1380 67 4.2 4.4
4 SRC 6 22.3 PC杭 10, 12 2.2 604 302 - 57 600 29 3.5 3.6
5 RC 3 12.5 直接 - 1.4 374 335 - 29 600 29 5.9 4.9, 8.3
6 RC 3 12.9 RC杭 4, 5 0 (3.2)*2 1649 (315) - 77 1800 14 6.3 4.9
7 M*1 1 7.5 直接 - 0 466 291 330 77 1800 87 - -
8 RC 2 9.0 PC杭 10, 12 0 263 275 228 67 1800 56 - -
9 RC 1 14.5 RC杭 9 0 189 291 269 70 1800 85 7.0 9.2

常時微動記録 連成系固有振動数基礎
建築面積

(m2)

平均Vs(m/s)*3

地震
記録数

建物

No.
構造
種別

階数
軒高
(m)

*1　Mは柱がRC造，梁がS造を意味する。

*2　根入れの括弧内は一部深い場所での深さを意味する。

*3　平均Vs（N値）は，N値から推定したVsを基礎底面から深さ10mまで層厚で重み付け平均して算出。

　　平均Vs（PS検層）は，板叩き法で推定されたVsを基礎底面から深さ10mまで層厚で重み付け平均して算出。

　　括弧内の平均Vsは，建物から約50m離れた地点でのボーリングデータから推定したことを意味する。

表 4.1 対象建物の概要 
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図 4.3 対象建物の無次元振動数（a0bx，a0by）
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図 4.2 対象建物の基礎幅に対する高さ・根入れ深さ・杭長の比 



 

- 59 - 

4.2.2 強震観測・常時微動計測の概要 

 強震観測は，建物①～⑤では，建物の応答性状も検討できるように地表，建物 1 階床（以下，

基礎と示す），建物屋上で同時観測を行っている。建物⑥～⑨では，地表と基礎で同時観測を

行っている。また，建物②，⑧，⑨の周辺では，地盤の増幅特性も検討できるように鉛直方向

に 3 点で同時観測を行っている。データは全て 100Hz サンプリングで収録している。本論文中

での分析は，1996 年 10 月から 2003 年 7 月までにそれぞれの建物で得られた地震記録から，不

完全なデータや明らかにデータが不良なものを除いた全ての地震記録を用いる。分析に使用し

たデータ数を表 4.1 に，観測地震の震央位置を図 4.4 に，震央距離とマグニチュードの関係を

図 4.5 に示す。図 4.4，図 4.5 から，地震記録の大部分は東海地域を震源とするマグニチュード

の小さなものであることが分かる。また，震央距離が離れるとマグニチュードの大きな地震し

か記録が得られていないことが分かる。 

 常時微動計測は，建物①，②，③，④，⑤で高密度同時観測を行っており，他の建物では地

表，基礎，建物屋上の 3 点での同時観測を行っている。動コイル型の常時微動計により変位を

収録し，建物②，③は 100Hz サンプリング，他の建物では 200Hz サンプリングで計測している。

収録時間は表 1 に示すとおりである。建物⑦は基礎での微動記録が得られなかったため，本論

での検討には用いていない。 
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4.3 地震動の最大値に基づく入力損失効果 
 

4.3.1 地表と基礎の最大加速度，最大速度 

 入力損失効果を簡易に評価するために，地表と基礎での最大加速度，最大速度を比較する。

図 4.6 に各建物の基礎最大加速度（PBA)と地表最大加速度（PGA）の関係，及び原点を通る回

帰直線を示す。図 4.6 には，軸の関係で地表で約 60gal を記録した 1 地震が示されていないが，

他の地震と同様の傾向であること確認しおり，本論中では地表最大加速度を記録したデータも

用いて全ての検討を行っている。 

 建築面積が大きな建物①，②，③，⑥では基礎の最大加速度が地盤よりも小さくなっており，

入力損失効果が明瞭に認められる。それに対し，建築面積が小さな建物⑦，⑧，⑨では，入力

損失効果はほとんど認められず，基礎の方が大きな値を示している場合も多い。相互に隣接す

る建物④，⑤では，やや相関が低くなっている。建物⑥の x，y 方向で傾向が異なるのは，建

物⑥は 1 階の片側側面のみが地盤と接していることが影響していると考えられる。建物①，③

で，x 方向の入力損失効果が y 方向に比べ大きくなっているのは，基礎幅の差が影響している

と考えられる。 
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図 4.6 地表最大加速度（PGA）と基礎最大加速度（PBA）
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 図 7 に基礎最大速度（PBV）と地表最大速度（PGV)の関係を示す。最大加速度の場合と同様

に，建築面積の大きな建物②，⑥において基礎の方が地表より最大速度が小さくなっている。

しかし最大加速度に比べ，最大値の低減度合いは小さい。この傾向は兵庫県南部地震の観測記

録を分析した結果 10)と対応している。 

 最大加速度と最大速度の地表に対する基礎の比率を，原点を通る直線で最小二乗近似した回

帰式の傾きと相関係数を表 4.2 に示す。但し，図 4.6 の建物①，⑦と図 4.7 の建物①の pulse と

示した地震記録は，地表での最大値が極めてパルス的な部分で決まっており，同じ地震の他地

点の記録と明らかに傾向が異なることから，回帰直線を求める際には用いていない。回帰直線

の傾きは，建築面積が大きく，根入れの有る建物①，②で小さくなっているが，他の建物では

安井ら 10)が示した加速度で約 0.7，速度で約 0.9 よりも大きな値を示している。これは安井ら
10)が対象とした建物に比べ，本論文で対象としている建物の規模，根入れ深さが小さいことが

原因と考えられる。 
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図 4.7 地表最大速度（PGV）と基礎最大速度（PBV）
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図 4.8 に，建物の無次元振動数 a0bx，a0byと最大加速度の回帰式の傾きとの関係を示す。建物

⑥，及び根入れの深い建物①を除き，根入れの有る建物と根入れのない建物それぞれで，a0bx，

a0by が大きくなるほど，入力損失効果が大きくなる傾向がある。図 4.9 に根入れ深さより求め

た建物の無次元振動数 a0be と最大加速度の回帰式の傾きとの関係を示す。但し，a0be は根入れ

深さ E，表 4.1 の平均 VS，常時微動記録より推定した地盤－建物連成系の固有振動数 fbx，fbyを

用いて，a0be=2πfbxE/2VS，2πfbyE/2VS と定義している。片側のみが地盤に接しており，振動方向

の前後面に側面地盤のない建物⑥y 方向を除き，根入れの有る建物は，根入れのない建物に比

べ入力損失効果が大きな傾向がある。また，無次元振動数 a0beが大きな建物ほど，入力損失効

果が大きくなる傾向のあることが分かる。 

傾き 相関係数 傾き 相関係数 傾き 相関係数 傾き 相関係数

1 0.56 0.76 0.69 0.91 0.71 0.94 0.96 0.95
2 0.69 0.99 0.68 0.99 0.89 1.00 0.90 1.00
3 0.83 0.99 0.90 0.99 0.99 1.00 1.01 1.00
4 0.98 0.99 0.86 0.97 1.09 1.00 1.04 1.00
5 0.78 0.89 0.81 0.95 1.05 0.99 1.01 1.00
6 0.70 0.97 1.32 0.97 0.80 0.99 1.19 0.99
7 0.96 1.00 0.90 0.99 1.10 1.00 1.02 1.00
8 0.88 0.99 0.89 0.99 0.89 0.98 1.03 1.00
9 1.03 0.98 1.02 0.98 1.00 1.00 1.02 1.00

速度（y方向）
No.

加速度（x方向） 加速度（y方向） 速度（x方向）

表 4.2 回帰式の傾きと相関係数
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4.3.2 地震動の等価卓越振動数 

地震動の卓越振動数を表す簡易的な指標として，地表最大加速度と地表最大速度の比から算

出した等価卓越振動数（PGA/PGV/2π）と，地表最大速度と地表最大変位の比から算出した等

価卓越振動数（PGV/PGD/2π）を用いる。等価卓越振動数を算出する際に用いる最大値は図 4.10

に示すように，PGA/PGV/2πの場合は PGA 発生時刻とその前後 2 秒以内で発生する PGV を用

い，PGV/PGD/2πの場合は PGV 発生時刻とその前後 2 秒以内で発生する PGD を用いる。地震

動の最大値のみから算出される等価卓越振動数と，フーリエスペクトルから求めた卓越振動数

との関係を図 4.11 に示す。但し，フーリエスペクトルの卓越振動数は，機械的にフーリエスペ

クトルが最大値を示す振動数を採用する方法と，目視により卓越振動数を読みとる方法の 2 種

を用いた。目視による方法は，フーリエスペクトルが最大のピークでなくても，スペクトルの

形状から卓越ピークと見なせる振動数を抽出するものである。図 4.11 より，加速度，速度とも

に高振動数になるとばらつきが大きくなるものの，PGA/PGV/2πは加速度の卓越振動数，

PGV/PGD/2πは速度の卓越振動数を概ね評価できるといえる。 
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図 4.10 地震動の等価卓越振動数の算定方法と推定値の検討 

(a) 地震動の等価卓越振動数の算定方法
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4.3.3 地震動の等価卓越振動数と最大加速度比，速度比 

図 4.12 に PGA/PGV/2πと最大加速度比（PBA/PGA），図 4.13 に PGV/PGD/2πと最大速度比

（PBV/PGV）の関係を示す。両図において，全体な傾向として加速度比・速度比ともに等価卓

越振動数が高くなるほど，入力損失効果が大きくなっている。等価卓越振動数が地震毎に異な

っているのは，図 4.5 と図 4.14 より，マグニチュードの小さな地震は対象建物の近傍で発生し

たものに限られるため，高振動数成分が卓越する場合が多いのに対し，マグニチュードが大き

くなると遠方の地震が主となり，低振動数成分が卓越するためである。 

図 4.12，図 4.13 において，基礎幅に対する高さの比がほぼ等しい建物②，④，⑤，及び x

方向の高さ比がほぼ等しい建物①を比較すると，根入れを有し，建築面積の大きな建物①，②

で入力損失効果が顕著である。それに対し，建物④，⑤ではばらつきが大きく，低振動数側で

は地盤よりも基礎応答の方が大きくなる場合が多くなっている。これは隣接する建物④，⑤が

互いに影響を及ぼしあっていることが原因であり 14)，隣接建物間相互作用が顕著な場合に，安

易に入力損失効果を見込むことの危険性を示している。 

根入れの状況が異なる建物③，⑥を比較すると，根入れが非対称な建物⑥で，x 方向と y 方

向の入力損失効果に顕著な差が認められる。建物⑦，⑧を比較すると，杭の有無による水平方

向の入力損失効果には，差がほとんど認められない。 
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図 4.13  地震動の等価卓越振動数（PGV/PGD/2π）と 
     基礎と地表の最大速度比（PBV/PGV） 

図 4.12  地震動の等価卓越振動数（PGA/PGV/2π）と 
     基礎と地表の最大加速度比（PBA/PGA） 
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4.3.4 地震動の無次元振動数と最大加速度比，最大速度比 

 基礎幅と入力地震動の波長が入力損失効果に及ぼす影響を検討するために，前節の結果に入

力地震動の無次元振動数 a0inを導入する。a0inは，表 4.1 の平均 S 波速度 VS，基礎幅 Bx，By，

入力地震動の等価卓越振動数 fin を用いて，a0in=2πfinBx/2VS，2πfinBy/2VS と定義する。但し，fin

には，加速度の検討では PGA/PGV/2π，速度の検討では PGV/PGD/2πを用いる。 

 水平 2 方向の全記録から求めた a0inと PBA/PGA と PBV/PGV の関係，及び回帰曲線と相関係

数 R を図 4.15 に根入れの有無別に示す。但し，隣接建物間相互作用の影響が大きな建物④，

⑤，及び根入れが非対称な建物⑥は除いてある。回帰曲線には，基礎底面に作用する調和振動

を基礎幅で平均して得られる関数 sin(kba0in)/kba0inを用いている。ここに，kbは回帰係数である。

根入れの影響を検討する場合，基礎側面に作用する調和振動を根入れ深さで平均すると，前述

と 同 様 の 関 数 が 得 ら れ る た め ， 基 礎 底 面 項 と 根 入 れ 項 の 積 と し て

( ) ( )0 0 0 0sin sinb in b in e in e ink a k a k a k a× を用いている。ここに，kb，keは回帰係数である。 

無次元振動数を加速度と速度で別々に定義することにより，加速度・速度の入力損失効果が無

次元振動数との関係で統一的に評価できていることが分かる。 

 根入れの影響を検討するために，一つの項で回帰させた場合の係数を見ると，根入れの有無

により係数が大きく異なっている。次に，二つの項の積で回帰させた場合の係数見ると，根入

れの有る建物において根入れ項の係数が大きめの値となっている。これは根入れにより，下方

より入射する地震動の表層での増幅分が低減されていることを示唆している。 
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図 4.14  地震動の等価卓越振動数とマグニチュード

    （上段：加速度，下段：速度） 
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図 4.15 地震動の無次元振動数と基礎と地表の最大加速度比・速度比 
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4.3.5 根入れと入力損失効果 

 根入れによる入力損失効果が，根入れ深さに相当するごく表層部分の地盤増幅と相関が認め

られるかを，建物②，⑧，⑨の近傍地盤の記録②’，⑧’，⑨’を用いて検討する。本来この検

討は，根入れ深さと同一深度で得られた地中地震記録を用いるか，数値計算によって当該深度

での地震動を推定して検討すべきだが，ここでは簡便のため，地下 11m（建物②では地下 10m）

の記録を用いている。 

 図 4.16 に PGA/PGV/2πと地中と地表の最大加速度比と，PGV/PGD/2πと地中と地表の最大速

度比を示す。根入れの有る建物②では図 4.12，図 4.13 と図 4.16 の形状が非常に良く対応して

いる。それに対し，根入れの無い建物⑧，⑨では対応が悪い。この結果からも，根入れの存在

による深さ方向の応答低減は，入力損失効果と関連しているものと考えられる。 
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図 4.16  地震動の等価卓越振動数と地中と地表の最大値比 
    （上段：最大加速度比，下段：最大速度比） 
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4.4 振動数領域における入力損失効果 
 

4.4.1 平均フーリエスペクトル比と最大加速度比，最大速度比の比較 

地震動の最大値に着目した検討の有用性を検証するために，振動数領域における検討と比較

する。図 4.17，図 4.18 に各建物の地表／基礎の平均フーリエスペクトル比と，地震動の等価卓

越振動数と基礎・地表の最大加速度比・速度比のプロットを重ね合わせて示す。また，常時微

動記録より推定した地盤－建物連成系の 1 次固有振動数を▽で示す。但し，建物⑦，⑧は地盤

－建物連成系の固有振動数を特定できなかったため，▽は示していない。平均フーリエスペク

トル比は，個々の地震記録でフーリエスペクトル比を求めた後，アンサンブル平均して求めて

いる。 

高振動数になるにつれて入力損失効果が大きくなる傾向は，最大加速度比・速度比と平均フ

ーリエスペクトル比で非常に良く対応している。しかし，平均フーリエスペクトル比に現れて

いる上部構造物の慣性力に起因するピーク位置では，最大加速度比，速度比のプロットは入力

損失効果を過大評価している。 
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図 4.17 基礎／地表の平均フーリエスペクトル比と 
地震動の等価卓越振動数と基礎・地盤の最大加速度比・最大速度比（x 方向） 
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図 4.18   基礎／地表の平均フーリエスペクトル比と 
地震動の等価卓越振動数と基礎・地盤の最大加速度比・最大速度比（y 方向） 
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4.4.2 地震記録と常時微動記録の比較 

 建物に入力する振動は，地震動の主要動部分では実体波が優勢で，常時微動では表面波が優

勢と考えられる。そこで地震動と常時微動の記録を比較することで，入力機構の異なる振動が

入力損失効果に及ぼす影響を検討する。図 4.19，図 4.20 に各建物の地震記録と常時微動記録か

ら求めた地表に対する基礎の平均フーリエスペクトル比と，常時微動記録より推定した地盤－

建物連成系の 1 次固有振動数を▽で示す。地震記録の平均フーリエスペクトル比は，4.1 節で

の算出方法と同様にして求め，平均値と平均値±標準偏差を合わせて示している。常時微動記

録の平均フーリエスペクトル比は，収録データから交通振動などのノイズ部分を除いて 1 サン

プル 20.48 秒のサンプル群に分割し，アンサンブル平均して求めている。アンサンブル平均に

用いたデータ数は表 1 に示すとおりである。 

 単独建物で根入れが対称な建物①，②では，地震記録と常時微動記録は良く対応している。

また，地盤－建物連成系の 1 次固有振動数において，軽量な S 造の建物①では上部構造物の慣

性力の影響がごく狭帯域にしか現れていのに対し，建物規模が大きく，地盤－建物連成系の減

衰が大きな SRC 造の建物②では，上部構造物の影響がやや広い振動数帯域に現れている様子

も，地震記録と常時微動記録で対応している。 

 しかし，隣接する建物④，⑤と，非対称な根入れを持つ建物⑥では，地震記録のばらつきが

大きく，常時微動記録との差も大きい。建物④，⑤は論文 12 において，地震のタイプにより

振動の入力機構が異なり，隣接建物間相互作用の影響度合いが変化することが詳細に分析され

ている。建物⑥では，方位特性を持つ地震において，入力損失効果が異なることを確認してい

るが，紙面の都合上，図示はしていない。 

 根入れのない建物③，⑧では，微動記録にはないピークが地震記録に現れている。一方，建

物⑨では，微動記録に現れているピークが地震記録に現れていない。また，この 3 棟の建物で

は，地震記録にばらつきが認められる。 

 



 

- 73 - 

 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 5 10 15

Fo
ur

ie
r S

pe
c.

 R
at

io

Frequency(Hz)

3

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 5 10 15

Fo
ur

ie
r S

pe
c.

 R
at

io

Frequency(Hz)

2

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 5 10 15

Fo
ur

ie
r S

pe
c.

 R
at

io

Frequency(Hz)

1

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 5 10 15

Fo
ur

ie
r S

pe
c.

 R
at

io

Frequency(Hz)

5
隣接

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 5 10 15

Fo
ur

ie
r S

pe
c.

 R
at

io

Frequency(Hz)

4
隣接

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 5 10 15

Fo
ur

ie
r S

pe
c.

 R
at

io

Frequency(Hz)

6

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 5 10 15

Fo
ur

ie
r S

pe
c.

 R
at

io

Frequency(Hz)

7

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 5 10 15

Fo
ur

ie
r S

pe
c.

 R
at

io

Frequency(Hz)

8

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 5 10 15

Fr
ou

rie
r S

pe
c.

 R
at

io

Frequency(Hz)

9

Avg. of seismic data microtremorσ of seismic data±

図 4.20  地震記録と常時微動記録の地表に対する基礎の 
     平均フーリエスペクトル比の比較（y 方向） 
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4.5 地震記録の空間変動 
 

地震記録は個々の地震においても時間的・空間的変動が大きい。そこで本節では，ほぼ直線

上に位置する 5 つの地表観測点で得られた地震記録のコヒーレンスの経時変化に着目する。地

表観測点は，建物⑥，建物⑧，建物⑧から約 50m 離れた地点⑧’，建物⑨，建物⑨から約 14m

離れた地点⑨’で，これらの観測点間距離は，約 14m，50m，180m，270m，440m である（図

4.21）。 

図 4.22，図 4.23 に 1997 年 3 月 16 日に愛知県東部で発生した地震（Mj 5.6，震源深さ 40km，

震央距離 57km）の記録を用いて，実体波成分が優勢な P 波部を 5 秒間，S 波部を 10 秒間と，

表面波成分が優勢な Coda 部を 10 秒間切り出して求めた地表観測点間のコヒーレンスを示す。

図 4.22，図 4.23 には，2 地点間の距離 r より算出した無次元振動数がπとなる振動数，即ち，r

と地震動の波長が等しくなる振動数を▼で示した。但し，約 14m しか離れていない Case1 につ

いては，無次元振動数がπ/2 となる振動数を▽で示している。 

実体波が優勢な P 波部，S 波部では，Case5 においても 0～3Hz 付近と 7～10Hz 付近でコヒ

ーレンスが高い。これに対し Coda 波部は，Case1 においても▽より高振動数側でコヒーレンス

が低く，空間変動が大きくなっている。 

 根入れのない建物③，⑧，⑨の建物規模と無次元振動数は図 4.22，図 4.23 の Case1 と Case2

に相当する。根入れのない建物の場合，空間変動の影響が現れ易いため，図 4.19，図 4.20 に示

した地震記録と常時微動記録に差が生じていると考えられる。 

 

図 4.21 地表観測点の配置図及び地点間距離
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図 4.23 地表観測点の時間区間毎のコヒーレンス（y 方向） 
（左から P 波部，S 波部，Coda 波部） 
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図 4.22 地表観測点の時間区間毎のコヒーレンス（x 方向） 
（左から P 波部，S 波部，Coda 波部） 
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4.6 まとめ 
 

建物条件，地盤条件，基礎条件が異なる 9 棟の中低層建物を対象に，多数の中小地震記録と

常時微動記録を用いて，相互作用による入力損失効果を体系的に考察した。得られた結果を以

下に示す。 

 

(1)  多数の地震記録を用いて簡易的に振動数領域での分析を行うために，地震動の卓越振動

数として地表最大加速度，最大速度，最大変位から求めた等価卓越振動数（PGA/PGV/2π，

PGV/PGD/2π）を導入した。等価卓越振動数は加速度，速度ともに高振動数でばらつきが

大きくなるものの，PGA/PGV/2πは加速度の卓越振動数，PGV/PGD/2πは速度の卓越振動数

を概ね評価できることを示した。（4.3.2 節） 

(2)  地震動の等価卓越振動数を用いて求めた無次元振動数を用いることにより，最大加速度

と最大速度における入力損失効果と無次元振動数の関係を多通の建物について，加速度と

速度を合わせて統一的に評価することが可能となった。その結果，入力損失効果は無次元

振動数が高くなるほど大きくなり，入力地震動の波長が基礎幅よりも短い場合は，根入れ

の有無によらず入力損失効果が現れていた。また，根入れの有る建物は，根入れのない建

物に比べ入力損失効果が大きいことを確認した。（4.3.3 節） 

(3)  地震記録と常時微動記録を比較した結果，根入れが対称な単独建物では両者は良い対応

を示したが，根入れのない建物では両者に差が認められた。地震動の空間変動を検討した

結果，P 波部，S 波部では地表 2 地点間のコヒーレンスが高いのに対し，Coda 波部ではコ

ヒーレンスが低いことから，Coda 波部で空間変動が大きいことが明らかとなった。常時

微動は表面波が優勢で空間変動が大きいと考えられることから，地震記録と常時微動記録

の入力損失効果に生じた差は，振動の建物への入力機構が異なることが一因と考えられる。

（4.5 節） 

(4)  隣接建物がある場合，隣接建物同士が互いに影響を及ぼし合うため，入力損失効果が明

確でない場合や，逆に地表よりも基礎の揺れが大きくなる場合もあることが明らかとなっ

た。また，根入れが非対称な場合も，入力損失効果が明確でない場合があることも明らか

となった。（4.3.1 節，4.3.3 節，4.4 節） 
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